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直下型地震対策編 
 

第１章 災害予防 
 
第１節 建築物等の耐震化 
 ■南海トラフ地震対策編を参照。 
 
 
第２節 都市防災機能の強化 
  ■南海トラフ地震対策編を参照。 
 
 
第３節 土砂災害等予防対策 
  ■共通対策編第２章第１５節「土砂災害等予防対策」を参照。 
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第４節 活断層変位による災害の予防対策 
 
第１ 方針 

本県では、讃岐山脈南縁部に「中央構造線」が縦断しており、中央構造線活断層帯（讃岐山脈

－石鎚山脈北縁東部区間）を震源とする直下型地震の発生確率は 30年以内でほぼ 0～0.4％で、

我が国の主な活断層における相対的評価は「Ａランク（やや高い）」に区分されている。 
本市においても、この断層帯を構成する断層のうち、大手海岸から讃岐山脈のほぼ南縁に沿っ

て延びる「鳴門断層」と、その少し南側を並走する「鳴門南断層」の 2つの活断層が通っている。 
特に活断層の直上では対策をしても、地表面の「ずれ」による建物倒壊等の被害を免れること

は困難と考えられることから、県は、こうした「活断層のずれ」に伴う被害を未然に防ぐため、

長期的に緩やかな「土地利用の適正化」を図っている。 
「土地利用の適正化」について、市は、市民等に対し、県が規定する「徳島県南海トラフ巨大地

震等に係る震災に強い社会づくり条例」の周知・啓発に努める。 
 
第２ 内容 
 １ 鳴門市域の活断層 
          徳島県中央構造線活断層帯（讃岐山脈南縁）活断層図 凡例 
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２ 震度分布及び被害想定の公表 
  県は、中央構造線活断層地震が発生した場合における震度分布及び人的・物的被害の想定につ

いて、学識経験者等による検討委員会の意見も踏まえ策定し、公表する。 
市は、公表される震度分布及び人的・物的の被害について市民へ周知・啓発に努める。 

 
３ 「多数の人が利用する施設」及び「危険物を貯蔵する施設」等の被害軽減対策 
(1)「特定活断層調査区域」の周知・啓発 

県は、活断層の変位による被害を防止するため、活断層の位置に関する調査が必要な区域を「特

定活断層調査区域」として平成 25年 8月 30 日に指定した。 

市は、市民等に対し、この「特定活断層調査区域」について周知・啓発に努める。 

(2)「特定活断層調査区域」における土地利用の適正化等 

「特定活断層調査区域」において、倒壊等することで多くの人への危害が懸念される一定規模以

上の学校、病院その他の「多数の人が利用する建築物」及び周辺への二次的な影響が懸念される一

定量以上の火薬類、石油類その他「危険物を貯蔵する施設」（以下「特定施設」という。）の新築等

（新築、改築、移転）を行う場合には、事業者が活断層の調査を行い、活断層の直上を避けて新築

することが求められている。 

市は、事業者等に対し、活断層の調査等の対応について周知・啓発に努める。 

(3) 移転に対する規制緩和等 

県は、特定活断層調査区域に建築物を所有する者が、当該建築物を特定活断層調査区域以外の

区域に移転する場合には、当該区域への移転が円滑に行われるよう、土地の利用に関する規制の

緩和等について配慮する。 

市は、市民等に対し、移転に対する規制緩和について周知・啓発に努める。 

(4)「活断層の調査を推奨する区域」の周知・啓発 

県が「特定活断層調査区域」にあわせて公表した「活断層の調査を推奨する区域」は、特定施

設の新築等に際し、ボーリング調査等の地盤調査を行う場合に、あわせて活断層の調査を行うこ

とを勧める区域である。この区域は、「位置がやや不明確な活断層」を基本として設定されており、

活断層の調査を実施したとしてもその位置の特定が困難な場合もあることから、「徳島県南海トラ

フ巨大地震等に係る震災に強い社会づくり条例」に基づく活断層調査の実施を求めるものではな

い。 

市は、市民等に対し、この「活断層の調査を推奨する区域」についても周知・啓発に努める。 
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第５節 水道施設の耐震化 
  ■南海トラフ地震対策編を参照。 
 
 
第６節 危険物等の災害予防対策 
  ■南海トラフ地震対策編を参照。 
 
 
第７節  避難対策の充実 
  ■南海トラフ地震対策編を参照。 
 
 
第８節  火災予防対策の充実 
  ■南海トラフ地震対策編を参照。 
 
 
第９節  自治体業務継続計画（ＢＣＰ） 
  ■南海トラフ地震対策編を参照。 
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